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農 業 集 団 化 の 現 段 階 と  

「経 営 体 間 協 業 」 • T 工 業 式 農 業 統 各 」

平 野 胸 子

1975年12月14日発表されたソビェトにおける第10次 5 ヶ年計画の草案に示された主要指標の伸び 

率は，IS民所得が第9 次 5 ヶ年計画（! 971〜75) 実績 28%に対して24〜2 8 % ,鉱工業総生産同期43 

% に対して35〜39% と低目におさえられたのに対して，農業総生産は第9 次13%に対して14〜17% 

と相対的にクユイトがおかれている。総投資額にしめる嚴業投資のウェイトの著しい増大（第 1表)， 

工業部門における農業機械ら供給のウェイ卜の増大（第 2 表）に特徴づけられる今次計画の策定は , 

新しいアプローチをふくむとされている。

第 1 表 ソビエトにおける農業投資割合の変化

\ \ \

1956〜60年 

(実績）

61〜65年 

(実績）

66〜70年 

(実績）

71〜75年 

(実績）

76〜80年 

(計画）

農 業 投 資 額  

総投資額に占める

億ル一プル 285 456 747 1,310 1,717

農 業 投 資 の 割 合 % 17.4 19.7 23.3 26.2 27.1-27.6

r経済の諸問題J 誌，19?6年9月号ス.ロポデイン論文より引用。

農林智廣林経済局国際企画課f国腔農政動向j 1976年，第2号P .125.

このような農業投資の増大をうけて，農業向けの主要生産フォンドは1975年末に 1,400億ル一プ 

ルに達したが，これは1965年の2 .4倍，1970年の1 .8倍に相当する。 この増大をうけて，第 2 表にみ 

られるように，1970年以降のコルホ' ーズ， ソフォーズでのュ■ネルギー装備率の増大は著し労働 

生産性は増大したが，投資に比例して農業生産が増大しているとはいえない（第 3 ま参照)。

注（1 ) "経営問協業と農工業統合" という表現は農林®農林経済局国際企画課での統一•訳語であるが，この他に農工a ンプ 

レックス . 廣業工業化，襄エ複合体という語も使；nされを。しかし本稿では，論点確認の資料として使用する1976年 6 
月 2 日プラクダの外物'セ情報文化局仮訳（r園際問題資料J 1976年 8 月号所収）に従って"農業経営体間協業と工業式 

襄業" に統一 し̂て使用する。丸毛忍氏は rソ連，東 欧 学 1973年共述論題の中の一：>として r比故農-業論の試みJ と 

いう報告（討論者-一一摩者) をされ "農業の: c猿化" というま現を用いてアメリカと比岐しておられる。また岡tu進氏 

は rソ速農業における経営間協業についてJ ( r 日ソ経済調査資料J i 9 7 e年11月号No‘ 53めの中で "M営 in脑業と i r n 統 

合'，という丧現を使われている。
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襄業集団化の現段階とr経営体間協業j . r工業式農業統合J

第 2 表 1961-74年の期間におけるコルホーズ，ソフォーズその他の国営企業に 

おける農業生産の集約度及び労働生産性の上昇状況

60年 65年 70年 74年 74/60 年 74/65 年

農業主要生まフォソド（千ループル） 

農業用地lOOha当り 7.1 10.4 15,2 24‘8
②

5.5

(%)
326

(%)
222

就 業 者 1 人当り 1,3 2.1 3.2 381 236
コルホーズ,ソフォーズでのエ
ネ ル ギ ー 装 備 率 （馬力）

作 付 地 lOOha当り 74 100 148 178 241 178

就 業 者 1 人当り 5.4 7.7 11.2 15.3 283 199
農業総生産（65年価格，千ループル）

農業用地lOOha当り 8.2 9.2 11.7 13,1 160 143

. 就 業 者 1 人当り 1.6 1.9 2.6 3.0 188 158

注：®は現在価格による。
r経済の諸問題J 誌，76年8 月号掲載のポポプ論文より引用。

第 3 表 農 業 feよび工業におけるフォンド及びエネルギー装備率と労動生産性の上昇 

テンポの相関性

伸 び 率 （％ )

61〜65年 66〜70年 71〜74年 76〜80年 
(計画）

(農業部門）

労働のフォンド装備率 56 56 52 59

労働のュネギ一装備率 43 46 38 65

労 働 生 産 性 18 37 14 27 〜 30

フォンド産出係数 - 2 5 一 12 一  25 一 18 〜 一 20

労働のフォンド装傭率 
1 % の伸びに対応する 
労働生性の神び

0.32 0.66 0.27 0.46 〜 0.51

労働のュネルギー装備 
率 1 % の仲びに対応す’ 
る労働生•ま性の伸び

0.42 0.81 0.37 0.41〜0.46

(工業部門）

労働のフォソド装備5ゼ 
1 % のイホびに対応する 
労働生産性の伸び

0.58 0.94 0.79 X

労働のュネルギ一装備 
率 1 % の伸びに対応、す 
る労働生産性の仲び

0.58 1.07 1.13 X

資料ニ前提ポポフ論文* -

有効成分100 % 含有の化学肥料換算での耕地h a 当り施肥量（73年）を国際比較すると第4 まの 

とおりである0

—— 2 3 ( 4 2 9 )  — ~ -
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举会雑誌j  7Q巻 4 号 （ゆ7?坪8 月） , 

第4 表 h a 当 施 肥 量 比 較 （単位：kg)

ソ 連 6̂
ァ メ P 力 85
イ ギ 'J ス 259
フ ラ ン ス 280 •

チェ.コスロ ヴァ キヤ 266

束 独 372

資料山所 [経済の諸問週J 76イド7 月号，ロ-•ザ，クルツ- プ共同論文より引用。 *

第5表 ソ ビ エ ト 農 業 機 械 の 供 給 増 大

\ \

単 位 71〜75年 ア6〜80年
マ6〜80年 ，.ノ.，- 

ノ ^ 7 1〜75年 

(% )
ト ラ ク タ 一 千台 1,700 1,900 112
ト ラ ッ ク // 1,100 1,350 123

穀物収獲用コンバイソ 々 449 538 120

掘 削 機 ，/ 86.5 100 116
プ ル ド ^ ザ 一 '' 82.7 106.5 129
ス ク レ ノ く 42.5 47.7 112

農 業 機 械 10億ループル 15.8 23 146

うち畜産飼.料生産用 6.7 10.3 154

0 まとも資料出所：r農業経済J 76年8 月号，グー•セ？論文より引用。 *

第6表ソビエト人口1 入当たリ年間食料消爱量の増大と第10次 5 ケ年計画

(単 位 ：k g .但し，鶴卵は個数） ( ) 内は60年を100とした指数

60年 65年 70年 75年
80年 

(計画）

穀物及び穀物製品
(1Q0.0)
164

( 9 5 .1 )  
156

(9 0 .9 )  
149

( 86',ei) 
142

( 3 7 .8 }
144

ぱ れ い し ょ
(100.0)
143

( 9 9 .3 )  
142

( 9 0 .9 )  
130

( 8 6 .0 )  
.123

( 8 0 .4 )
115

野 菜 ，うり類
(100.0)

70
(102.9)

72
(U 7.1)

82
(1 2 4 .3 ) -  

87
(161.4)
113

果 英
(10,0.0)

22
(127.3> 

28
(159.1)

35
(168.2)

37
(237 .a>

50

砂 糖
(100.0)

28
(121.4)

- 34
(139.3)

39
(145.7)

40.8
(153.6)

43,

食肉及び食肉製品
(100.0)

40
(102.5).

41
(120.0)

48,
(145.0)

58
(150 .0>

60

数 卵 (1QO.0)
116

(105.1)
124

(134.8)
159

(182 ‘ を） 
215 225

牛 乳 ，乳製品
(100.0)
240

(104.6)
251

(127.9)
307

(131.3)
315

(137.5)
330'

それは第6 表にみられるように急増する農産物需要，要請される集約化に対JtSして投资の増大が 

—— 2 4 ( < W  —

' ま 倾 m み



農業集団化の現段階とr経営体間協業j . r：c業式農業統合J

史上最大の不作と結ぴつきうるソカト農業構造の脆弱性の拂拭，新しい再生産構造の形成が課題 

となってきたことを意味する0

I

第 7 表 ソ 連 と 米 国 の 農 業 比 較 1974 年

ソ 速 米 国 米国/ソ連

G N Pにしめる農業のシ$ ァ 《％) 17.6 2.6

労働力{こしめる農業のシCCァ （％〉 26.3 3.7 ...

，猿労働力当り新規固定投資のエ 
業労働力当り新規固定投資に対す 
る比率 （％) 0.5 3.2

播 極 而 m (百万ha) 216.5 137.4化 2 157.6
施 肥 量 . (百万トン） 15.0 17.5 法 3 85.7
農業機械台数 (千合）

トラクタ 2,267 4,376 51.8
. 卜ラッ ク 1,336 2,906 45.9
コンノ<イ ン 673 698 86.4

廣業産出高 

食糧穀物ほ ’
而 積 (百万ha) 70.0 20.5 341.5
生 産 量 (百万トン） 89.9 れ 43,5 206.7
単 収  

飼 料 穀 物 *̂ '®
(lOOkg/ha) 12.8 21.3 60.1

面 積 (百万ha) 46.6注 5 35.1 132.8
生 産量 (百万トン） 72.6 133.9 54.2
単 収 (lOOkg/ha) 15.6 38.1 40.9

ぱれいしょ’ (百万トン） 81.0 48.6 166.7
食 肉 ほ 7 (首万トン） 14.6 17.2 84.9
牛 乳 (百万トン） 91.8 52.3注 8 175.5

注1 . ソ連は1970年の農業の要素費用のGNPに対する割合 
2 . 1969年のセンサス 
3 . 1973 年
4 . 小爱, ライ爱，米 .
5 . ソ連の公式データから3%の他理ロスと過剰水分替からくる8 % のロスを控除
6. とうもろこし，えんま，大麦 ‘
7 . 屠体重量，米国のデータは可食の副産物を控除 

' 8. 牛乳全体

資料：米国議会上下両院合同查員 (*印 「ソ速の農業情勢報告j)
' - し，. , ，

第 7 まにみられようにGNP, .労働力にしめる農業のシCCアはアメリ力に比してかなり高い 

ゼ、,今後予想される労働力にしめるシCCアの急減は農業部門の効率化をきびしぐ要請する。ァ 

メリカの資本主義的大農経営とシステムは異なるが，社会± 義的大農経営{l|#がiL：̂bD'_^Af 

ムとしても達しうる効审レベルへソビエトは達していない（新規固定投資)。

社会主義経済が計画経済として，国民経済の必要とする食糧と工業原料を，長期にわたって安定 

的に効率的に確保することを目標として特にたてられた，ソピエ、ト今次五ヶ年計画草案の具体的課 

域は次の如くである0 -

■ ^ ^ ( 4 3 1 ' ) - ~ -
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rさ旧学会雑誌j  70巻 4 号 （1977年8 月）

農業生産の巢約化の促進とその物資的，技術的基藤の強化 

機械化と自動化，農業の化学化，士地改良の強化 

科学，技術の成果と先進的経験の導入促進 

農業生産の組織と,管理の形態の改善

経営間協業，農工業統合を基礎にした農業生産の専門化と集約化の促進

農業生産配置の改善：

ロシア共和国の亦黑士地帯の農業総合開をの推進 

土地 . 資材.労働の利用と生産コストの引下げ 

労働生産性の引上げ 

製品の品質の改良

生産性の局い農産物の品種，家畜の傻良種，近代的生j i?技術の広範な導入の保 

生産，輸送，貯蔵，加工中のロスの防止

粗飼料の増産と質の向上 （農林省廣林経済局国際企画課，前掲書P . 127 .)

これらの課題を実現する第10次 5 ヶ年計画の農業投資の内訳（第 8 表）をみると，第 1 0次 5 ヶ年 

計画は農業基本投資額における国家投資の割合を6 4 .3 % から6 7 .4 % に高めたとと，国家投資の増大

第 8 表ソビェト農業投資計®におけるウェイトの変化

位 ：億ループル）

⑤

6

7

8

9

10 

11 

12 

13

第 g 次及び第10次
5 ヶ年計画 1971〜75年 

(第 9 次)
19テ6〜80年 

(第10次）

76〜80年 .

〜75年 

(%)
国家及びコルホーズによる投資総額 1,317 1,717 130

うち，建設.修现作業 837 1,058 126
総投資中の国家投資額 846 1,157 137

うち，建設.■^理作業 527 717 135
コルホーズによる投資額 471 560 119

うち，建設.理作業 309 346 112
国家投資の内訳

生産的オプジクト 724 977 135
うち，土地改良（開懇を除く） 216 321 149

ソフォーズ，経営間，農工業統合発展向け 379 477 126
電 化 21 28 133
連 邦 農 業 技 術 公 0 投 資 56 73 133
科学研究，教育機関，職 業 技 術 学 校 等 . 52 78 150

廣林當廣林任济局国際企画ぽT国際農政動向」前揭書128Jt。

分の78%たる311億ループルの内105億ループル増の土地改丧投資に並んで大きなウュイトを占めて 

，いるのがソフォーズ，経営蘭，農工業統合発展むけの98億ループル（前年比25.9%塌）である6 この
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鳥業娘団化の現段階と[経営体間協業」，r工業式農業統合i I
( 2 )  '

ウェイトは何を意味するのか。所 謂 "発連した社会主義"段階を措定するソビュト経清の再生産構

造にどのような役割を果たそうとするのか。

上記の，第10次 5 ヶ年計画の具体的課題の5 番目にあげられながら，実は後述するようにその他 

の 1 から13までのすべてをその中に" シ ;i テム" としてる摂しうる，のがこの "経営間協業•農工 

業統合" 論であるともいうことかできる。

そこで，先ず正式決定として発表された， "今後のソ連邦農業発展の重要な指針となるものとさ 

れる"，" レーニン的協同組合理念の卖際的卖現の新しい段階" についてみなくてはならない。

「農業経営体間協業と工業式農業に基づく農業生産の専門化と集中化の一層の発展に闕するソ連 

邦共産党中央委員会決定」ひ976年6 月2 日プラウダ）は次のように会-みされる命題を提起した。

1 . rコルホーズ， ソフォーズにおける拡大再生産を保証する確固たる経済的条件の創設のため 

の基本的に新しいアプローチとして"科学的技術的進歩の効率的利用のための広饥な協業に基 

づく裹業生産の尊:門化，集中化，その近代的工業基盤への移行"j が提起される。

rこれは以前に行われたコルホーズ，ソフォーズの合同りような多部門経営体の欠陥:一 多 

部門に直るコル '-H— ズ，ソフォーズにおける貧弱な生産集中化が，農業と畜産の工業化の発達 

を抑制し，労力の効举を低下させ，本質的に経済的なこの分縣での科学的進歩のプレーキとな 

る。そのため国まは巨大な投資をもってコルホーズ，ソフォーズにトラクター，コンバインそ 

の他の機械を供給しているが，労働支出はゆっくり低下し，本質的には最重要農業生産物の原 

価を同一水準に止めて.いる。又，多部門に直る経営体において農業における商品生産，特に畜 

産において小さな班や専門農場への分散が，資金と物的資材の分散を招来し，総合的機械化， 

新しい進歩的技術の導入を困難にし，収益性を低める— を除去するものである。それは"i C 

にモルダヴィア，白ロシア，ウクライナ各共和国，クラスノダール地方，マリ自治共和国，ヴ 

ォロネジ，ペンザ及び--連のその他の州及び共和国における巨大な畜産農場，コンプレックス 

及び他の農業経営体間企業の多くの例が示している。現在ソピエト® 内では6 ,0 0 0 0 経営体間 

唐門化合同，団体，企業が活動している。それらにおける生産率位当りの労力は，非毒:門化経 

営体に比し， 各であり，原価は4 〜と低くなっている。これは;^会主義農業の一層の発 

展の基本的方向であり，発達した社会主義の条件下におけるレーュン的協同組合計轉理念、の実 

際的卖现の新しい段階である。J ■ ■

2 . 社会主義の下における農業の専門化と银中化は，根本的に資本ま義のそれと異なっており， 

又，全く與なった結果をもたらす。資本主義の下では，農業部門における独占の支配の下です 

すめられる農業の専門化と集中化は，零細及び中規模農民の脱落化をすすめる。生産手段の社 

会化された社会主義の下では，巨大な工業タイプの商品化率の高い経営体の専門化と集中化は，

注（2 ) = i)m m 1■ソビュト社会主義経済の戦後段陪J r現代社会主義所収。
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部門間関係の新しい形態の出現と発展, 生摩構造の根本的変化をもすこらす。経営体間協業はコ 

ルホーズ，ソフォーズ生産の規模と可能性を拡大し，藥03化水準を向上させ，社会的所有のニ 

つの形態の接近，都市と農村の間の差異の解消， 民の福祉の向上に役立つ_|。

3. 「農業生産の専門化と集中化は多面的な過程で，そ の 一 つ に も 匕 が あ ざ 。農産物を 

より多く収獲し，労力支出を削減するため土地とI I 内の各地区の自然条件及び経済的条件を合 

理的に利用しうるよう計画的農業機関は地域的専門化を全面的に改善しなけ•れぱならない。

又，農業生産の部^3に関連した国営専門企業が発達してきたが, i A /ヒ を も つ ま 禽  

養殖場，養畜場，乳牛養殖*ミルク生産の巨大なコンプレックスとの連関，都市，工業センタ 

一周辺の蔬菜農場，温室コンビナートとめ連関がすすめられるととにi り，工業的基盤の上に 

高度の労働生産性が保証され，安定した多量の農産物生産の条件を形成しカつある。 

すなわちこの過程は，特 定 種 類 の 生 産 物 の 生 産 を ら ふ r i ってエ藥的方法で組

織するため，コルホ- ズ.ソフォ

4. 「梟業経営体間協業と工業式農業統合に基づく生産の専門化， 集中化の実現めための段階的

アフロ一  チ j  ' .

第一段階一 ■資金と物的技術的労働資源の合同を基盤とする巨大な尊門化されたゴルホーズ 

間, ソブォーズ間，コルホーズ ‘ ソフォーズ間， ソフォーズ，コルホ一ズ，国営结営体間，コ 

ルホーズ間企業及び工業型合同を創設する可能性。

第二段陪—— 廣業経営休間を基盤とする巨大な専門化された企業め創說自体が，経営体間協 

業の成果としてより専門化する0

第三段階— 協業参加のために資金を出資するコルホーズ < ソフォーズめためり嵐側からの 

立案作成，技術，施設及び物的資材の提供による全面的援助—— その結果みられる金業合同の 

組織は，工業式農業統合の一層の発展，廣業生産と工業との有機的結合の形成はtを 

有と国家的所有との接近を通して長期的には全人民財産への移行の条件☆ 漸次つくり出す。

5，「農業経営休間，工 業 式 農 業 の 専 門 化 さ れ た 各 は ，地域的部門別特徴を考慮し， 原則 

として行政的地区の範囲内に組織される。との場合，経営体は協業条件に従い，巨大が尊門化 

された痛営体問企業を劍設し，各コルホブズ， ソフォーズにおいて商品生産についての専門化 

の方向を定め，合同の粋内で農業生産のあらゆる部門をi 藥 へ 移 行 す る 措 盧 を 共 同 で 突  

現するム

r生産合同は， 当該生産物の生産量と専門化された経営体の位置により， 部門'別の特色に 

じて一 つ̂又は数個の区域又は州，地方 , 共和■ 全部にまたがり創設‘されるJ。 

("緒営体内の堪門化，集中化の予備資源が経営体!^：t における工業的墓盤で'の商品生産の最 

大量まで未だ利用されつくされないときは，独☆採算制をとる経営体内部の下部部門の協業の

—— ■ 2S{43 4 ) —
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第 9 表農業人口比の変化からみた西欧に対する東欧諸国の特質（年次別国別農村人口比率）

現資本主i \  
経済圏 \

I

年次）

n

% (ギ次）

I

% (1970) 現社会主義 \  
経済圏 \

I

% (年次）

n 1H

%(1970)

デ ン マ 一 . ク 26 (1940) 24 (1950) 12
プノレガリア

80* (1926)
62.8 ** 45.5 **

オ ラ ン ダ 20.(1930) 10 (1960) „ 78 .6A (1934)

イ ギ リ ス 6 (1931) 一 3 ハ ン ガ リ 一 50.8* (1930) 58.3 ** 54.3 **

フ ラ ン ’ス 29 (1931) 18 (1962) 14 東 ド ィ ッ (32)* (1930) 28.1 ** 26.3 * *

西 ド イ ツ 18 (1939) 15,(1950) 6 ポ 一 ラ ン ド 72.3* (1921) 51.6 ** 47.3 **

( K ィ ツ ） 32 (1930)* — — ル ー マ ニ ア 78.2* (1930) 67.5 ** 59.0 **

イ タ リ ケ 44 (1936) 44 (1948) 18 ソ 速 邦 ----- 50.1 43.0 **

ス ウ 一  デン 3 1 (1930) 24 (1950) 9 チ パ 34.2* (1930) 42.6 ** 37. 7**
ア メ リ力 23 (1940) 8 (1962) 4 スロヴァキア

カ ナ ダ 32 (1931) 1 1 (1961) 8 アノレバユプ 80以上* 命前） 一 一

イ ソ ド 70 (1951) 68 中華人民共和国 85 .(1 9 4 8 ) —— ノ 67

日 本 25 (1960) 21

オ-"ストラリア 12 (1950) 8

『股林省農林水統11.』1961年版-̂ 1970平版まで各冊から出所0
* D. Wan-inei*. ibid., p. 20.ルーマユア©数字は，B.A. Kappa, GTpoiiTTe;ibCTBo couHâ HCTiiMecKOH skohomhkh 

B pMMLiHCKofi iiapoAHofi peciiy6jiHKe, CTp.1 0 .アルハユアの数字は，n. Maii4Hxa, CTp. 3 0 .以上- 高ji命文。 
コメコン書記同編f経清相冗援助会譲加盟国統計ザ'鑑』1972, モスクワ，ri本ギ版ISHより算flio 

APeoples Republic of Bulgaria State Information Office, "Statistical Pocket Book 1970" Sofia Pressよ 算出。 

抓搞r社会生翁経済の]9生廣構造と廣業J, I■三ffl学会雑誌j 67巻6号74H参照。

—— 2 9 ( 4 5 5 ) --------------

農業集団化の現段階と「経営体問協業■!‘『工業式農業統合J 1 

強化，その間の生産連携の強化に伴い，農業企業体間專門化と生産の^^中化により開かれるよ 

り大きな可能性をより完全に利用する必要かある。協業は，生産的サービスの範囲内にとどま 

らず，それを超えて共同の文化的*衛生的日常施設の創設まであらゆるところで広く発展しな 

ければならないJ 。

6, r ソ連邦ゴスプラン（大臣会議国家計画委員会）及びゴススナプ（大臣会譲資材技術調達国家養員 

会）は，1977年より.肉，牛乳，果物，野菜及び他の生産物の生産， 加工のため設立される農業 

経営体間及び工業式農業企業及び合同のための，これら企業の能力，稼動までの期間を考慮し 

た機械設備輸送手段の技術的コムプレクトのための生産及び納入の国民経済計画立案順序を確 

定する。また鴻槪地及び干拓地における棉花，米，甜菜，家畜用飼料の生産集約化のため，’農 

業経営体間合同における土地改曳事業の第一義的実施を定めるJ 。

7. 「『農業経営体間，工業式農業企業及び生産合同についての規定，企業及び合同の立案，資金 

割当，融資及び物的•技術的確保の手続き，労働貨をに関すろ規定，農業企薬休間協業及びエ 

藥式農業統合に基づく農業生産の専門化と集中化を刺激し，地域的創意を発揮させる他の問題 

に関する規定』を確認する決定の採択を大臣会議に委任して，中央委はここに最新段階におけ 

る農藥政策の主要な方向の一つのま際的実施を行うものであるJ と （出所注1 参照）。
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oomiyai, Magda: Az 1945, 6vi foldreform (The land reform of 1945) Kossuth K6nyvkecl6, Budapest, 
1965, F. Fekte, E, O. Heady, B. R. Hold6n "Economics of Coopofative Farming", 1967 p. 20.
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当該® 民経済における資本主義工業化進展の一^指標として農村人口比率から，東欧を中心とした 

現在社会主義経済をとる国々をみてみると，社会主義経済へ移行する時点でいかに農村人口比が高 

いか明白である（第 9 表) 6 資本主義圏（表左） I 欄のイギリスはすでに1930年代始めにひとけたと 

なり， I[欄 （1950〜 60年代）でオランダ，アメリカ，カナダ，オぃストラリアがこれにつづき， m欄 

(1970年代）のインドを除くすべての指標と对比すれば，表右の社会主義経済圓の数字は，共通した 

構造的特質を示すものである0 

更に，その農業生産の主要な生産手段である土地の所有面積と経営面積との分布対比をみると 

(第10 ♦ 1 1 ^ ) ,東欧諸国のいずれも50h a以上の大土地所有者がプルガリァを除いてその土地の40ぷ

第10表 1れ0年代前半における東欧諸国の経営面積と土地所有面積対比

ポ 一 ラ ソ ド ノレ -マ 二.ア チ エ コ ス コヴァキア プ ル ガ リ ア

経営面積 士 地  
所有面糖 経営面猿 士 地  

所有面積 経営面積 士 地  
所有面積 経営面積 土 地  

所有面積
5 h a 以下 64.6 % 14.8  % 74.9  % 28.0 % 70.5 % 15.7 % 63.1 % 30.0 o'o
5 〜 lO 22.5 17.0 17.1 20.0 15.6 13,9 26.2 36.9

10 ~  20 9 .6 13.8 5 .5 12.0 9 .2 16.0 9 .2 24.3
20 〜 50 2 .4 7 .1 1,7 7.8 3 .7 13.1 1.4 1.2
5 0 以 上 0 .9 47.3 0 .8 32.2 1 .0 41.3 0 .1 1 .6

合 計 100.0 100‘0 100‘0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

ハ ン ガ リ 一

10ホルド以下 
(5.7ha)

%
84.0

%
20.2 .

10ホルト—20ホル
(5.7ha一ll,4h a)

K 9.8 14.0
20rhルド一 160ホル

(11.4ha-57ha)
K 5 .3 19.4

100ホルドー200ホル
(57ha—114ha)

K 0.5
1 46.4

\

100ホルド以上 
(114ha) 0 .4

計 合 100,0 100.0

ノ /V’ U /び’ み ゾ ^ ^ ム ぶ " 、つ

ア •ベ ，コ シ ェ リ ヨ プ r幾 業 改 取 と 盤 業 に お け る 社 会 主 義 の 建 設 J (エ フ . ぺ . ロ シ ェ リ ョ フ 監 r社 会 主 義 建 設 途  

の ヨ ー t?ダ バ 人 民 民 主 主 義 諸 国 』 邦 訳 f人 民 民 主 さ £義 旧 家 の 機 構 と 政 策 J p . 120ょり。

第11表第二次大戦前における東欧諸国の土地所有分布（％ )

土地所有規模
m  名 、

-------  ~ ~~,
3 h a 以下 3 〜5ha 6 〜50ha 51〜 lOOha 101〜SOOha 500ha以上

ノレ一マユア 12.8% 15.2% 39.8% 9 .5 % 10.6% 17.1%
ュ ゴスラヴ ィア 6 .5 21 ‘5 62,4 3 .2 2 .8 3 .5
プルガリァ 5 .3 24.7 68.4 1 .6 0 0
ハンガリ 10.9 9 .2 33.5 5 .5 17.2 23.7

P i
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5,965‘2j 
2,262 
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245.4

24.2
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372.1
413.3 
307.5
274.4 
240.3
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^

0,8
3,3

16.5
23.5 
20.9 
18.2 
16.8

lOOha以上 

100~50ha 
50~20ha 
20~10ha 
1 0 - 51ia 
5~ 2ha 
2ha以下

2,285.1 100 1,899.1 100 1,716.9 100 - 11.0 30,232.91100 30,102.1100 0.4

"Statistique agricole, 1969，，，rプランス農業問題と小農j (津タポ夫），r現代世界の農業問題j 丸毛忍，山本秀夫 

m, p .6 9 より比率算出した。
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農!^镇団化の現段階と[経営体問協業j •[工業式農業統合J

前後をしめる 一*方，経営面積との相関をみると，経営填位は専らlOha以下に集中している。これは 

地主制の支配的存在と農業'生産が lO h a以下のぎ細な小農民経営によってま:えられていることを示 

す。第12まは，別の資料による第二次大戦直前の士地所有分布であるが， この表のハンガリーを例 

にとると全土地所有者の7 2 .4%が農用地を各2 .8ha (5 ca d a ster)平均の小面積（合許総農用地の10.1 

%にしかならない）を所有し，土地所有者の21.4 % が lO h a以下の面積を各所有し（総土地の21.8% 

をしめる)，l l ,4 h a〜5 7 h aを各ま所有する土地所有者は総所有者の5.4%  (農用地の20%をしめる)で 

あり，総所有者の0 ,8 % に当る人々が平均5 7 h a以上,総農用地の48.1% を所有していたことになる《 

これは， "Economics of Cooperative F o r m in g "の著者達にいわせると， 1 割にみたない人々 

が国の農用地の半分を所有していたことになる。士地改草（第I2表）は 50ha以上の土地所有を解体 

第I2表 ハンガリーにおける土地改革（1»45年）前後の土地所有規模の変化

土 地 \  
所有規模\

小農民土地私有階層別の割合

全 農 場 数 ％ 耕地に対する％

1935年 1949年 1935年 1949年

575 h a 以上 0.11 0 20.21 0
1.0 34.7

575 〜57.51 ha 0.9J 0.2 14.5] 4.5
57.50〜11‘51 ha 7.3 4.4 24.4 16.7
11.50〜 5 ‘76 ha 11.8) 14.5 16.6 29.3
5,75〜 2-88 ha 16.7 27.6 12.0 30.2
2 .87〜 0.57 ha 45.6 •91.7 40.1 11.1 17.9
0.57 h a 以下 17.6J 13‘2 1.2 1.4

合 計 100 100 100 100

"Information Hungary"’, p. 413 Publishing House of the Hungarian 
Academy of Sciences, Budapest, 1968.

し，零細土地所有者に土地を分配した力'シ所有規模3 h a -4 2 h a 層が増大しただけで，9 5 .4 % は， 

欧州農業としては市場向け生産の唐業農場確立限界ラインをわるlO h a以下にとどめ， agrarian  

revolutionは即 agricultural.revolutionとはな.らない，いわぱ資本主義的拡大再生産を展望する

注（3 ) 第W表フランスにおける農業経営規模構成の変動

経 営 数

1955年

1 4 %
1963年

% % %

1967年 

(1000)

1963-67

% 増減率

経 営 面 截 （農用地）

1963-ff 1967̂ ji 1963-67

毕数 
(lOOOha) % ( io o E ) % 塌減率

+18.1% 
+10.1 
+ 3.1 
- 12.1 
-18 .6  
-18 .3  
—34 *4

3,269.& 
5.143.4： 

10,931.9. 
6,784.5'
2.779.71
1.018.71 

304.9
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現契的可能性をもたないものとなった。土 地 改 後 の 1949年段隙における1 2 h a以下の所有者でし 

められた農用地は総数の2 1 .2 % ,注 2 で示したような安定的資本主義大経営成立条件である50ha 

以上の農場を成立させる所有規模は, 0 . 2 %—— 農地4 . 5% , その経営を借地の拡大によって可能な 

らしめる条件もここに見出すことはできない（これが実は東欧社会主義経済移行の条件となり，更に社会 

主義的農業組織化= 级団化を資本主義の道に対しておしすすめた基盤である)。

東独における土地改苹前後の農業経営規模は第15表にみる如くであるが，隙層区分が lO liaで、き 

れていないので比較しにくい点はあるにしても，5 h a 以下が改革以前に50’％ 以上しめている点に 

上述の■ 々と共通性があるにしても，20〜5 0 h a経営に， 経営数としても経営用地にしめる割合に 

してもよりウェイ卜がおかれ，更 に 5 0 h a 以 上 （資本主義的大経営を実現しうる）， 特 に lOOha以上 

(資本主義的大経営を安定的に維持する—— I、ずれも注2 参照）のしめる経営用地のウェイ卜が大きいと 

ころに特徴があるa 93&年に39.7%—— SOha以上合計は38.9% ) o これはまさにユンカー的経営の存在 

を示すものに他ならない（土地改 1̂*，:の後経営用地にしめる割合は激減した) o 資本主義的しかもュンカー

第H表西ドイツにおける農!!経營規撲溝成の変動

経営\  
規\  
摸\

経 営 数 経営面積（農;？]地） (lOOOha)

1949 年 1968年 1949-1968 1949年 1968年 1949-1968

実数 % 実数 % m 減 実 ，数 % 実数 % 増減

20ha以上 

20~^10ha 
10~ 5ha 
5ha以下

128,001
256,284
403,842

1,151,477

6.6
13,2
20,8
59.4

403,842
343,017
263,909
665,576

11.7
20.8 
19.1 
48.4

+ 33,365 
+ 29,691

4,604
3,541
2,859
2,483

34.1
26.3
21.2
18.4

5,501
4,073
1,920
1,336

42.8 
'3 1 .7

14.9 
10.6

+ 897 
+ 532

-139,933
-485,901

- 939 
一 1,117

f\- 1,939,604 100 1,376,825 100 -562,778 13,487 100 12,864 100 - 623

"Bericht der Bundesregierung iiber die Lage der Landwirtschaff\ 1969, S . 142--143,松浦利明 r グ 

リーン，プラン農政下の西ドイツ盤業j, r現代世界の農银問題』（丸毛忍, 山本秀夫編）P. 8 2 より比率算出。

第I3 ， は典型的に資本主義農業が発展したと考えられているプランク、の農業構造と第二次大戦以後の変化を示す 

数字である。資本主義農業経営（欧州）の安定限度といわれる経営想摸50ha以上の農場が19671!̂ 現在で全経営数の6.3 
%が全経営而積の3 1 .6 % ,明なニ極分解をホす分岐点である2 0 h a以上層をふくめた合計は全経営数の28% が経営 

面積の69.1%を古めていることとなる。数字の説明では，欧则廣業の農用地経営面積lO lia以下は商,V?,作物生遼専業農 

家確立限界線で，5 h a 以下は土地もち労働者（第二雨ま業農家)，2h a 以下は老人家庭など平均的労働人員を欠いたも 

のと考えられるという。時系列的にみると経営数合計では56方 戸 （農場）減 少 （1955年 -^1967ザ力で脱農民化か進行 

しており，すでに述べたように20 h a を中心に明确な両極分解が示されているが特に2O ha以上の経営数の增加が1967 
年には総経営数の中軸を形成するに至ること，50h a，以上の着突な増加がプランス邊業のコンスタントに働^物輪出を 

つづけられる（世界f t産物市場における資本効率の優位性を保持し続けうる）生産力樁造を示すものと考えられる。

リストがかつてその資本主義的発展の限定性を指摘した旧ドイツの農業構造を背景に発展してきた西ドイツ農業の経 

営规摸偶成をみると(铭1 4 | !0 ,大規模経営のウェイトは不明だが経営規模2Oha以 上 経 営 -面糖で42.8% に対 

して，上記の購層区分をふまえてlOhg以下層が経営数で67‘5 % ,経営面積で 25.5 % というところにその特質が示さ 

れる。即ち，1949年から 1968年までの間に（liT後の雑多な要因が作用したであろうが）農業経當総数で56万戸の減少 

は 5 ha以下層の脱農ほ化の急進，5 -lO h a l, 10~20ha層の上向分解は旧ドイツ農業の資本主義的経営親摸拡大の可 

能他を証している（西ドイツめ場合，分解分岐-層 が lOha (上|l階層内容） であるところがプランスと大きく区別 

されろところで7 ランスではlO haを基準とすれぱ経営数の5 2 .1 % ,経営面積の88.9%がlOha以上層によってしめら 

れているわけである)。これら资本主義的大規模経営の，商品化傘の高い， 社会的農ま物生gfeの担い手がフランスで経 

営规漠20~ 50h a以 上 （密産と穀物ではことなる力り，特 に 50h a以上層であり，かつその数，而積の增大の巾にその 

もつ，クェイトの大きさが示されている◊ 拙 搞 「社会主義経済のT*f生産構造と農業j r兰旧学会雑# :J 6?巻 6 ギナ参照。
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農業集団化の現段階と『経営体間協業j ，r工業式農業統合j

第15表東独における土地读革前後の農業経営規模

鋭 摸 経 営 ‘数 % 経 営 ; n 地 %

ヘ ク タ ー ル ‘ 1939 1946 1950 1939 1946 1951

0 .5 〜 5 56.0 44.5 46.9 10.3 11.7 1S.4
5〜 20 33.0 47.5 46.9 30.0 49.0 55.3

20 〜 60 8.5 6.8 5.5 20.8 22.2 19.6
50 〜 99 1.4 1.0 0.6

*38.9I 0.2
8.1 4.7

100以上 1.1 0.2 0.1 129.7 9.0 5.0
100 100 100 •100 100 100

(原出所） W alter Ulbricht, "Die Bildung landwirtschaftlicher Produktionsgenossenschaften'\ 
in: Die Bauernbefreuing in der Dentschen Demokratischen Republika Bd. I., Berlin, 1961, S. 287.

W alter Ulbricht, "Unsere Landschaftspolitik im jahre 1949", in: Die Bauernbefreiting 
in der Deustchen Demokratischen Republtk, Bd. I., S. 181.

平旧ffi明 編 r®欧の農業生産協同組合j 青木国彦翰文。

* 1939年経営用地の 5 0h a以上経営が経営数としては2.5%で38.9% , lOOha以上層が29.7%しめている(経営数 

1 ,1 % )のはユンカー経営である。

的経営の歴史的前提をもつ社会主義的參団化の課題を東ドイッの場合になっていることを忘れては 

ならない（後述)。

チュコスロバキアの場合（第I6表)，社会主義経済移行時点で，経倉規模 lO ha以下が総経営数の 

8 5 . 3 % ,これに再生産可能限界の2 0 h aまでを加えると95 .9% , 資本主義的大経営のもたらす効率 

化によって農産物の単価コストダウンを実現してゆく現実性を有しない層ということになり，それ 

らが農地の7 3 .6 % をしめていた。 集団化が軌道にのった19S 6年段階の，小農経営の集団化とそ 

の階層別区別をみると (第17表)，農用地の4 8 % をしめている小農経営の私有地のうち， lO h a経 

営規模以下層が9 5 .1 % をしめており， lO h a以上層は全体の4 .9%で，第16表 の 20.9% からはる 

かに減少している。又， 2 h a 以下層が 45,1%  (I949年）であったのが63.1% になったのが目につ 

く。この集団化の過程で社会的生産の場が社会化経営へ移行しつつあることを意味するが,より零 

細な小経営として残存し，19TO年段階でも81万個の小農経営が農用地10%をしめていることは確認.

第16表集団化以前のチェコスロバキアの農業構造（1949年 3 月1 日現在）

0 .5  ha
以下

0.5
~ lh a 1〜21ia 2 〜5ha 5 〜 lOha 10

〜20ha
20
〜50ha

50ha
以上 総計

農業経営

数 (1,000) 297 192 207 306 255 . 159 35 11 1507

割合 (%) 19.7 11.7 13.7 23.3 16.9 10.6 2.3 0.8 100.0

経営地 85.3
mm (l.OOOha) 74 135 294 1,155 1,734 1,996 780 1,150 7,320

割合 (%) 1.0 1.8 8.8 15.8 23.7 27.3 10.7 15.7 100.0

(資料） Prispevky Kdejinam K S C ,殷林省農林経済帰国際企画課, 高山陸子. 金-ル晃一 rソ速，）R欧猪国の農業 

食S d « j
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農用地の变化第17表チェコスロバキアにおける農場数

— 私的小農民経営の社会化過程

チェコスロバキア 1 9 5 6 .1 2 , 15. 調査 1970 1 . 1 . 調查

農場数 
個数

同
%

農用地  
(lOOOha)

同
%

農 場数 
個数

同
%

農用地  
(lOOOha)

|RJ
%

国 営 セ ク タ 一  

農業協同組合セタタ一 

(社会的セクタ一合計） 

組 合 員 自 留 地  

私 的 農 民 経 営

13,859
8.104

(21,963)
259,296

1,306,688* 100

1,234
2,115

(3,349)
133

3,463*

17.1
29.3

(46.4)
1.8

48.0

36,904
6,339

(43,243)
650,638
812,300 100

2,093
3,964

(6,057)
287
634

29.7
56.2

(85.9)

9.0

/ 2ha以下 

私 的 2〜 5ha 
農 民 内 i 5〜 lOha 
経 営 10〜15ha 

15ha以上

825,073
255,491
162,198
49,368
14,558

63.1
19.6
12.4
3.8
1.1

558
875

1,152
604
274

7.7 
12.1 
16.0
8.4
3.8

621,975 
\ **

； 190,325

76.6

23.4

158
、 ホ!►

j  476

2.2

6.8

共 有 地  

合 計

2,777
1,590,724

271
7,216

3.8
100

1,962
77,216

70
7,048

1.0
100

Czechoslovakia "Staitstical Abstract 1971" ibid.
♦ 1 9 5 6年爛の私的農民経営と廣用地の欄は共有地をふくんだ合計となっていたので訂正した， 

* ♦ 原注0 .5 h a以上 2 h a以下の農場

第18表チェコスロバキアの農業構造（1974年）（出所，第16|5?と同じ）

、

恒常的農業 

労働者数 

(1,000人) (%)

農地面積 

(l.OOOha) (%〉

農産物 

総生座割合 

(%)

商品生産 

割 合  

(%)

総 評 990 100 7,042 100 100.0 100.0

国営部門 252 25.5 2.122 30.1 26.3 29.0

内国営農場 165 16.7 — --

農業生産協同組合 679 68.6 4,163 59.1 59.7 62.8

(自留地〉 219 3,1 6.3 3.5

個 人 農 59 6.0 471 6.7 7 .7 . 4.7

第19表ハンガリーにおける農用地を100とした国営農場，

協同組合農場及び自留地割合 （1972年）

国営農場
協同組合農楊 小農経営 

その他
内!^®地

農 用 地 合 計 15.3 % 77.9 % ( 9 .2 )% 6.8 %

耕 地 合 計 14.3 80.2 ( 9 .6 ) 5.5

果棱}園，ぶとう園 13.9 58.3 (24.2) 27.8

大 型 畜 12.0 77.5 (24.8) 10.5

膝 15.7 59*7 (32.9) 24.3

家 傳 7.0 61.2 (32.2) 31.8

農 業 粗 生 産 15.3 72.0 (21.4) 12.7

Statistical Yearbook 1972< Hungarian Central Office, Budapest, 1974. 
pp. 234, 259. F. Fekete, ibid, p, 44,

イイの
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第 1 図ポーランド農業生産終同組合の数と農用地面積の動向
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農業集団化の現段階とT経営体間協業 J ，r工業式農業統合 j

すべきである。現在鳥産物総生産の7 . 7 % ,農産物商品の4 .7%は個人農の，農産物の6 ‘3% , 農 産  

物商品の3 , 5 %は自留地によるもの'1?あ る （個人農の残存は自®地に特定の性格を与え(；|シ第1 8 . 19ま)。

すでにみたように半ませ建的地主支配の下で農業部門でつくり出された経済余剰が高率地代として 

収取され, 農業経営内に蓄積不能であったから，土地改草:による農地再分配後も，経営面積が過小

で社会的農産物生産の蹇展的担い手たりえな  資金の分散，家族労作零細経営の下ではシスチ

ムとして労働生産性を飛躍的に高められない業構造は，高度な社会的生産をめざす社会主義 

的計画経済建設過程で再編されねばならない。それは先進資本主義国が"二つの道"を通じて農民 

層分解の中で孰出した資本主義的大経営の展開を通らず小経営自体を集団化し，社会を義的大規模

法（3 ) ポーランドの場合，集03化が逆転した（第 1 図）ため1974年段階で農用地の80.2%が小経営の私有地で，そのウェイ 

トは農産物商品の77.3%, ("Concise Statistical Yearbook of Poland 1973" 1975)に及んでいる。その階曆別 

区分は lO ha以下約90%, lO ha以上層10% (経営数）で;農用地の34%をしめている（第20表)。

第20表 ポ •一ランドにおける個人農の経営規模別推移

(単位：%)

資料 "Concise Statistical Yearbook of Poland 1973" 1975

I

計 0.5ha以下 0.5 -2 2-5 5-7 7-10 lOha以上

ill' 1950 100:0 6.3 19.6 31.3 15.1 15.7 12.0
1960 100.0 9.7 23.1 30.4 13.2 12.9 10.7
1970 100.0 13.6 23.9 27.3 12.3 12.1 10.8
1972 100.0 13,9 23.7 27.1 12.2 12.1 11.0

w 1974 100,0 15.1 24.1 26.3 11.6 11-5 11.2

農
1950 100,0 0.3 4.5 20.1 17.0 25.0 33,1
1960 100.0 0.5 5.8 21.7 16.7 22.8 32*5
1971 100.0 0.6 6,3 20.6 16.3 22.6 33.6

地 1974 . 1 0 0 . 0 0.6 6.5 20,6 16.1 22.0 34.2

I

m

1,600 
1,400 農
1,200 I  
1,000 

8 0 0積 

600 
400
200

A .
.
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経営を組織するみちである。おおむね1950年代の前半から村落を単位に小農民経営の生産協同組合 

組纖化がすすめられ，1960年にはポーランドを除く東欧各国の集団化は,耕地面積の9 割以上，農業

生産の9 割以上に達した（「東欧各0 における社会主義セクタ一の比f l l )拙稿，[社会主義経済の再生;t 構造
( 4 )

と農業前J出, P. 88. 〉が，問題は実にここから始まる。 ，

III

第21表は , ドイッ民主共和国の国民経済発展に関する主要指標を示したものである。 1950年を 

100としてI972年に社会的総生産は5 倍，総投資額は9 倍を超える。 特徴的な点は， 生库財生産と 

消費財生産の格差が比較的小さく，更に工業投資額と廣業投資額の格差が甚だ接近し't：いることで 

ある。これはソビエト型の，社会主義経済建設初期の重工藥優先投資メカニズ，ムの反映が殆んどみ 

らないことを意味する。これは東独が, 西欧諸国に比して後進的経済構造を有していたにしても， 

ドイッ帝国主義を支えた重工業基盤の相関の中にあり，社会主義経済成立時点において, 1917年当 

時のロシアよりは無論のこと，第二次大戦後社会主義経済に移行した東欧M国に比して，国内需要 

に対応しうる重工業体系形成の現実的基礎を有していた力、.を示している。 これは後の考察にとって

第21表ドイツ民主共和国における国民経済発展に関する主要指標 

(1950年= 1 0 0 )原註（手工業や個人小企業を除く）

1955 1960 1965 1966 1967 1668 1969 1970 1971 1972

国民経済固定ファンド 108 121 146 151 156 162 167 174 181 189
ii：会的総生産 173 254 325 344 366 390 415 440 461 490
f f l 民 所 得 185 261 310 325 342 360 379 400 418 442
工業総生高 100 154 205 218 232 247 263 272 286
め 1生産財生産 

1消費財生産

100 154 209 222 238 254 276 295 314
100 154 195 209 222 232 236 245 256

国民経済投資総額 226 447 569 610 666 735 848 911 911
1工業投資額 

林業投資額

222 485 684 718 749 780 912 10倍 11倍
281 458 657 743 799 918 10倍 10倍 10倍

農業総生産高 144 165 172 179 189 191 179 185 183
1農作物 131 151 143 148 162 159 135 148 139
1畜産物 160 183 208 218 223 232 233 232 239

公共運輪手段による貨物量 166 273 428 451 508 544 587 694 726
小売M品量 102 130 148 154 159 168 174 185 192
賀易高 282 503 671 733 769 820 942 11倍 m

[輪 出 319 544 756 789 851 933 ■10倍 11倍 13倍
1輪 A . 251 467 598 684 698 722 873 10信 11倍

印平；％就攀労働者•喚員数 U9 122 123 125 126 128 129 130 132

"Statistisches Jahrbuch der Deutschen liemokratischen Republik 1974*̂

注（4 )  urn [社会主義経済のW生劇?おとむ bm ij <r現代資本主義と(El家』有織IH )所収）参照。
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落すことのできないところである6 -

又， 農業生産高の増大はすでにI960年代の半ぱ（集団化の進展‘ 深化と一応対応）に到達した水準 

を上下しているが，畜産物は着実にその生産をのぱ，し1974年段階では生産量1,600 (千トン）で輸 

入依存度を1 . 6 と大幅にへらしている。この点も又のちの考察に欠くべからざる点である0 これら 

国民経済の綜合指標を背景に東欧農棠の集団化の段階と経営間協業の形成を検討したい。

第22表は，東独の農業集団化の過程を示す。1%2 年党大会で集化が打ち出され30方マ, 000名の 

組合員数をもち，耕地21万8,000haを擁し，1,906のしP.G.が形成された。その後集団化は急速にす

第22表東ドイツにおける農業部門の社会主義セク夕一内経營形態別分布の変化

年

次

I 社会主義セクタ一の占 

める農用地部分の分布 

と变化

D 経営形態別分布とその変化 
V.E.G. ニ Volkseigeii9s Gut
L.P.G.=Landwirtschaftliche Produktionsgenossenschaft 
G.P.G. = Gartnerische Produktionsgenossenschaft

社命被
セクタ一 

のしめる

割合

%

農 用 地 同国営農場V.E.G 農業生産協同組合L.P.G.* 園芸協同組合G.P.G.

国営農場
(V.E.G)

農業生産協同 
組合など 
(L.P.G.と 
G.P.G.) %

経

営
数

農

用
地

(1000
ha)

常
時

業 
者 

1000人

経

営
数

組
合

数 

loop 人

廣用塊

(lOOOha)

常
原
ま
§
者

1000人

経
営
数

m

数

常 
時 
就 
業 
者 

1000人

1949 5.1 — . -- - — —
1950 5‘7 2.7 — —— ' —
1952 — — — — 1,906 37,000 218.0
1953 ：— 一 — 4,691 128,650 754.3
1954 —— — -- 一 5,120 158,356 833.5
1955 27.3 4.4 18.6 一 6,047 196,946 1,203.8
1960 92.5 6.3 84.4 669 396** 19,313 901,490 5,408.1 298
1961 92.7 6.3 84.5 616 17,906 964,528 5,441.6 322
1962 93.3 6.4 85.2 609 16,624 973.854 5,472.4 367
1963 93.6 6.4 85.4 594 16,330 993,291 g,459.5 369
1964 93.7 6.4 85.6 601 15,861 982,219 5,458.4 368
1965 93.9 6.7 85.9 572 384 69.7** 15,139 986,622 5,455*2 367
1966 94.0 6.7 86.1 564 384 68.4 14,216 985,356 5,452.7 361
1967 94.1 6.8 86.1 548 387 67.8 13,073 970,619 5,433.2 354
1968 94.1 6.9 86.1 544 391 69.8 11,513 963,276 5,416.1 351
1969 94.2 7.0 86.0 527 396 82.2 9,836 933,372 5,410.7 349
1970 94.2 7.0 86.0 511 407 81.6 9,009915,119 5,392.4 346
1971 94.3 7.1 86.4 500 443 8,327 898,714 5,393.8 779 338 887,000 25
1972 94.4 7.1 86.4 500 447 7,575 905,509 g ,405.1 334
1973 96.9** 7 ‘14** 51( 449 6.5B? 884,752 5,400.0
197 く97.4*=^ 7.m * - 489 452

* L .R G .については第23表を併見されたい。この!!a t合成したものである。資料は，

"CTATHCTHMEGK M H E>KErO/lHHK，‘ 7 5 " コメコン書記局編 r コメ ン諸® 統計 ’75j p. 1 7 2 .より◊ 
** "Statistical Pocket Book of the German Dcmeci^atiq 1973" Piiblslhed by State Ceutfal Administr-^ 

ation for Statistics, p. 60以下および"Statistisches Tascheabuch dot Deutschen Democratischen 
Republik 19"  Herausgegeben von der Staatlichen Zentx^alverwaltung fut* Statistik  ----   S. 75以下

— 37( 4  ィ 5 ) —
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すみ，1960年には耕地の9 2 .4 % (そのうちの6>3%が国営農場，84.4%がL .P .G .),農業生産の86,8% が 

社会化されIた。 a 974年に国民所得の9シ4% ,生産性固定ファンドの99.0 %工業性生産高の96.5%,農業総 

生産高の92‘8% ,小売商品流通量の85‘6%までが社会化されている）。 ，

第23表東ドイツの農業生産協同組合（L .P .G .)のタイプ別分布の変化

. ' .  ' - 
[ I 耕地共同耕作，生産手段れ個人的所有 

タイプI n 耕地共同耕作, トラクター，牽引家蓄も集団的所有の下にあるもの 

I i i i 農-具，家畜すぺて集団的所有，まも協同化されているもの 

尚土地に対する所有権は農民が保留しており各タイプにより土地収益が分配基準に従って支払われる。

年
タ /r プ I お よ び n タィ プ r

次 経 営 数
組合員数 農 用 地 一経営当り ^ 祖合負数 農 用 地 一経営当り

人 (1000 ha) 平均農用地(ha) 人 (1000 ha) 平均農用地(ha〉

1952 1,740 32,815 189.1 108.68 166 4,185 29.0 174.7
1955 1,395 22,351 133.8 95.91 4,652 174,595 1 ,069.9 229.99
1960 12,976 358,056 2,023.7 155.95 6.337 543,434 3 ,384 .4 534.07
1965 8,973 340.778 1,725.8 192.33 6,166 645,844 3 ,729 .4 604.83
1968 5,754 250,382 1,289.3 224.07 5,759 712,894 4 ,126 .7 716.57
1969 4,186 185,540 995.3 237.77 5,650 747,832 4 ,415 .3 781.47
1970 3,485 158,882 866.5 185.65 5,524 756,237 4 ,526 .0 819.33
1971 2,664 113,227 647.0 242.87 5,663 785,487 4,746 .8 .8 3 8 .2 1
1972 1,939 85,095 491.2 253.33 5,636 820,414 も 913.9 871.88
1973 1,185 53,111 346.9 292.74 5,402 831.641 5 ,053.1 935.41

1974年に全体の96% となる

1976年 版 ょ り 作 成 ..
1960がーつの画期となっているが，その後はコンスタントにタイプ四が増大の一途を逃る。

1973年度においてタイプ 1 および n の L.P.Gでは一経営当り組合員数45人， 組合員当り農用地6:6ha,
クイプ！I I の L'P .G .では同じ組合員数154人，同じく農用地は6. i h a であるが，一経営当り平均農用地,..組合 

員数の大いさをふま免て機械化の段階，労働力の効率的配分システムにおいて後者がはるかにすぐれている。

農業の集団化は集落又は村落を基礎単位として小規抑から，そして構成もタイプ I  (第23ま) - > 

タイプI [へと進展 . 深化した◊ 農業集団化の一Jあ連成した1960年段階に経営数はピークを迎える 

(第22表，第23表)。 M T S の拡大により機械の導入設備の拡大資金の効率的運用， 労働力の‘年間配 

分の合理化など，集団化による大規模経営のメリット追求が更にL.P.G.の統合をおしすすめる。 19 

60年をピークに組合員，農用地面積は恋らず,経営数が減少してゆくのはこのためで, 従ってL.P.G. 

当り平均経営面横は増大してゆき（第23表右欄)， 大部分をしめるようになったタイプmの場合，一 

経営当り1973年 で l ,0 0 0 h a弱となる。

第 2 図はこの関係をポ したもので ..ある。 下 方 の KAP (Kooperative Abteilung Pflanzenpro- 

duktion)(植物生産協業体）の形成はついでふれるレ
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農業集団化の現段階と「结営休間協業J ，「工業式農業統合J

第 2 因 （ア) し P ‘a め統合の動向と K A P

平均而積数

- 1 9 , 0 0 0 -  
ha

900 18,000卞
•17,000*- 

800 16»000‘ - 
15,000* 

700 14,000.
13,000' 

600 12,000 
11,000 

500 10.000
9.000 

400 8,000
7.000 

300 6,000
5,000 

200 4,000
3,000 

100 2,000 
1,000

1952 54 56 58 60 62 64 66 68 70 72 74
前 掲 rソ速. 東欧諸国の農養，食 糧情 J

第24表チエコスロヴァキアめ*農業生産協同組合と国営農場の变遷

業 生 産 協 同 組 合 国 営 農 場

組合数

組合員数 

(1,000人)

恒常的労 

働者数 
(1,000人）

- r組合当り 

平均面積 
(ha)

-*組合当り 
平均労働 
者数

(人）

農 場数

平均面積 

(ha)

平均労働 

者数 

(人）

1949 28 __— 一 一 一
---------- —

一

1950 3,747 _ _ - 64 — 10 219 2,460 ----------

1953 8,388 413 . 348 286 41 — * ■ --------- —

1956 8,072 .399 372 279 41 182 4,950 ' *  - , —

1959 12,660 _ _ — 910 354 77 166 6,420 一

1960 10,816 994 879 420 81 365 3,061 一

1963 7,620 924 807, 571 106 294 3,891 576

1965 6,704 876 726 608 108 329 4,452 680

1970 6,270 868 716 638 114 336 4,265 690

1973 4,449 902 666 987 150 300 4,696 624

1975 2,747 922 671 1,500 244 251 5,740 —
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第25表チエコスロヴァキアJZDの規模別分布第 26表 チ

(所有農地面積分類による経營数割合）

1970年 1974 年

100.0 100.0
〜200ha 8.0 1.4

201〜 500 40.3 16.9
501〜1,000 39.4 39.4

M 0 1〜1,500 10.0 25.1
1,501〜2,500 1.5 14.2
2,501〜3,500 2.2
3,501〜4,500 0.7
4,501以上 0.1

コの主要農業生まの専門生産単位の目標 

(単位，頭，羽）

(資料） Stalisticke Prehledy 8-9 
1975.第24~2域共前掲rソ連，7̂  
欧の農業，食糧事t#J

1 ---------------- 生 産 単 位 1 人当り管理頭数

— 畜産一

乳牛 400 〜 1,000 50
管̂牛 500〜 1,000 300

繁殖膝 600〜 2,000- 100
肥 舰 5,000〜 20,000 1,500
家 禽 （採卵） 60,000〜200,000 10,000

( プ ロ イラ一 ）

--------：-------------- :----------------— 30,000〜 100,000 15,000
ト作物一

類穀 1,500〜 2,000ha コンパイン5 台セット
■甜菜 150 〜 200ha ま動6 連収樓機

500〜 rOOha ' ' 3 台セット
最適 . 農業経営規漠 4,000〜 5,000ha
，巧 域 15,000〜30,000ha ^̂1料 ，農薬撒布保管

第27表 I\ンガリ一における経営形態別分布

1960年

国 営 農 場 数  

農業生産協同合組数 

生産者協同化集団数 

漁業生産協同組合数 

協 業 体 * 
0 .57h a以上の小農経営数

333
4,507

69
21

127
771

1968年

^
 

0
 

0
 

2
 

5
 

0
 

^
 

^
 

2
 

^
 

W
 

2

>

1973年

168
2,209

213
21

300
120

F- fek eナ  就  Statistical Yearbook, 1968, Hungarian Cei;ti^l
statistical Office, Budapest, 1977, pp. 173, 178, 153.

* 特殊生库者梁団とぶどう，果実生産協同組合との協!^体。’

第28表 A ンがリ一における国営農場の規模別分類と分布

士地而積規模

ズ1974年)

農場数

%
2,000ha 以下 

2,001〜 3,000 
3,001〜 4,000 
4,001— 6,000 
6 ,001〜 8,000 

8 , 001〜 10,000 

10 ,0 0 0以上

12.1

14.4 
16.1
25.8
14.4 
6.3

10.9

農 地 （B)

%

総

3.3
6.6

10.1

23.5
18.3
10.3 
27.9

農 場 労 者 数 （A)

ぐ1000人)

1 廣場当り平均 

農場労働者数' ’ 
(人)

149

4 

5 

4 

0 

0 

8 

1 

1 

2 

3 

2 

3

454
824
952
727

1,000
1,250
2,000

100 100.0 147 980



農業集団化の現段階と「経営体問協業■!，「工業式農業統合J I 

第29表ハンガリーにおける農業生産協同組合の規摸别分類(注）
(1974年）

土地而ぜ1規漠 ill場数

%
農 地 （B) 

%

恒常的農業従事者 

(A)(組合員のみ） 

(1,000人）

1 廣場当り平均(A) 
農業労(動者数

(人）

l.OOOha 以下 208 18.1 6.2 24 115
1,001〜1,500 280 19.0 11.5 41 146
1,501〜2,600 327 19.8 16.7 64 196
2 .001〜3,000 522 24.4 29.1 132 253
3,001〜も 000 313 11.8 19.8 104 332
4,()01〜5,000 163 4.9 10.4 69 426
B.OOOha 以上 105 2.0 6.3 57 543

総 計 1,917 100 100 491 25*6

(注） ハンガリーでは，現在各農業経営部r iの専r i化のための最適規模は次のように考えられている。

穀 類 ，とうもろこし 400〜800ha

m 菜 60〜300ha

馬 鋳 幕 80〜200ha

, 促成野菜 200〜 25ha
リンゴ*プドク 100 〜200ha '

乳 牛 300〜400 頭 一 1,000--1,200 頭

-養 膝 繁 殖 膝 360〜4 2 0 頭と肥育 1117 ,000〜8 ,0 0 0 頭

プロイラ一 30〜5 0 万羽以上

採 卵 鶴 , 4〜 5 万羽以上

第28ま，第29まともA欄;よ農林ごjy|沐経済局国際企画課rソ速，東欧諸国の農業. 食糧事情L B欄は Statistical 
Yearbook, 1972. Hungarian Central Office, 1974, pp. 238~340, 266. F. Fekete, ibid. p. 55.

同様な農業生産協同組合数の倾向はチ^̂ コ̂でもハンガリーでもみられる。

第24表の如く，チエコにおいては1959年,すなわち東独と同様集団化の一応の達成時点において経

営数はピークに達しその後急速に減少するが，組合員数総数，農用地はコンスタントなので， —

組合当り組合員数，農用地 , 平時労働者数は増大する。 1975年においてチ^コの農業生摩協同組

合 J Z D の平均規模は1500h aであるが，経営規模別にみると（第25表)，1970年では200〜l,000h a

が中心であったのが，1974年では500か ら l ,5 0 0 h aが中心となり，4 ,5 0 0 h a 以上の経営がすでに現

われたことを示している*i

ハンガリーでも（第27ま, 第28 * 29表）同様であるが， 経営想摸別階層としては3 ,0 0 0 h a 以下に

クエイトが平均してあるものの，3 ,0 0 0 h a 以上の経営が数として1 8 .7 % が農用地の3 6 .5 % を古め,

5 ,0 0 0 h a以上0 経営も現われている。これが集0 化の第二の段階である。

第三段階は，東独の第8 回党大会で採択された !■農業生産の集約化と尊門化の推進J , 「工業式農
C6) ■

業統合（農業のX 業化）の導入，経営体間協業及び垂直的統合の插進j によって⑩徴づけられる。

注（5 ) 当而考察の対象が農業部i"iにおける経営体問協業であるからここでは极わないが，ま独の工業部門における企業合同

■ —— A\(447) " ―
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経営体閩協業，垂直的結合は何を意味するか。

本稿の最初に経営体間協業の水平的統合•垂直的結合 . 農業の工業化♦農工複合体などの絵合間 

题提起がソビエトでなされていることを確認じた。その上に立って)東欧における経営体間協業の実 

状を確認し，次稿で理論的解明を行なう。

東独'に お い て 「④全ffl的な管理と計画化の制度的保障としての農業，倉品エ，商業複合管理体制, 

© 農業経営間協業（水平協寒） © 農業と食品エ ' 商業を中心とする他の関係部門との協業（垂直協 

業）（ぎ木論文，同書P . I98) の一部として農業経営体間協業が， T A 1964〜65年の経済改革期に確立  

する。農業部門自体のモメントだけでなく「『協業』路 線 と い う 会 の 形 で ，東ドイツ社会主義 

経済の国民経済的課題の" -環として形成されナこJ ことは注目されていい。

農業部門内の "既存の個別農業経営の梓内における生産の集積と専門化"（この廣業経営は小農民 

経営でなく，集団農場L P G ) , " 複数企業の「主要作物群についての複合機械体系の通年的共同投入丄" 

という「協業共同体J の形成，更 に r(l)統一的曾理機開をもち，(2)共同の発展計画のもとに，恒常 

的かつ多面的な協業関係（投資効率向上や各参加経営での主力あ産部隊の形成—— 集積•専門化—— のため

注（6 )

産業連合の課題とかかわりがあること（東独における経済改革推進の現実的形態）を指摘しておく（次稿参照)。 

五非一雄 r東独のチクノクラ一ト型改五非一雄編 r現代社会主義経済制度の集権化と分権化J 所収。

■ 第30表ソビエトにおける経営体間企業. 組繞 . 合同の数（年末）

1960年 1965年 1970年 1973 年 1975年

数

出 資 経 営 を

うちコルホーズ

3,095

36,265

3,355
48,501

4,554
68,534
64,329

5,310
78,890
72,072

6,316
93,900

(出所） 『ソ連邦国民経済J , 1960̂ p度，1970年度，1973年度

f ソ速邦農業統計集J , 『数字でみるソ連邦』1975年版より。

岡旧論文，前掲書7 更。

第31表ソビエトにおける経営体間企業の部門別構成（年末)

1965 年 1970年 1973年 1974年 1970〜1974年

総 数 3,355 4,554 5,317 5,733 126
うち単部門企業 2,660 4,255 5,115 5,493 129

う ち 建 設 1,470 2,432 2,704 2,708 114
建 材 53 146 155 . 158 108
林 業 0 288 397. 427 150
fC合飼料 0 77 287 354 473

物加工 7 14 28 32 228
ti 0. 187 272 258 456 168
餘 禽 616 574 574 565 98
繁 m 34 57 65 185 325
休息の家，サナトリクム 50 74 95 ?

多部門企業 695 299 202 235 79

(出所） 岡W論文，前揭書8 H o ア ♦ネグルウ‘グォデt■経営問fな業』，『ソ述邦ffl経済J 1974ィ度より。

/ .
( 7 ) 宵木国彥「廣業協同組合の社会主義的高庇化の一方策—— 東ドイツの場合—— J♦ 経济理論学会編r現代資木主義と 

恐慌J 所収。
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廣業集a 化の現段隙と「経営休問協業j ，r工業式農業統合J I 

の諾協力，各® の結合労働•結合生虐や共同企業の設立等) . によって各経営が独立性をもちつつも，その 

FJf生産過程を典同化する, " 個別課題に対して共通な共同計画水準に支えられた"安定した地域共 

同体J という「|§展した協業共同休J の措定，一 >r~*つの生産過程全体を特定共同集旧に経営させ 

る方法の全農業分野への適用植物生産における協業，，二ポ ‘協業的植物生産’，（ぎ木論文，P，200), 

ニ KAP (第 2 ,3 因参照）の成立という流れは，すでにふれ.たような東ドイツ経済全体の社会主蔑経 

済としての桃造的改本との相関で, 政策選択のセットの中'でとらえられるべきことである6 

KAP (Kooperative Abteiluiig Pjflanzenproduktion der LPGs, GPGs und V E G s )(植物生産協業部）.

-r-—̂ ZBB (Kooperative Einrichtungen der LPGs, GPGs und VEGs mit registriertenl Statut), 
(g ) , (9 )

ACZ(agrochemisches Zentrum ), ZBO (Zwischengenossenschaftliche Bauorganlsation)への課題は，

吏に農業生産協同経合（L.P .G .)の水平的協業を基盤とする経営体間協業レベルを超えて，"新たな 

生ま開係をもった法的にも経济的にも独立の経営" への移行を意味する。むしろまさにZBE, ACZ,

第3 0 オラニエンプルグ郡廣業生ま協同組合

農 業 纖 般

ノイホランド

プルケン夕…ル

ンマリンツ

リ^ベンパルデ

クロイツペルグ

2,450ha

2 ,2001m

I
1 160 人 I

1 85 A j
I

90人； 

85人 I

協業め植生鹿部I 共 同 施 設  
(KAP) j

4,650ha

170人

4,500ha II

乾®施設 lot/時IliJ. 
28人

農業化ザセン夕-  
化学肥料飛行機農盤 

80人

ま成牛 80人 

5,000頭

協同組合アカデミ 

5 人 

見習研修生

国 営 廣 場
• 1 1 1

前 掲 rソ連，東欧諸国の廣業• ☆ 糧3WfJ

注（8 ) r協業体問の諸経営(L .R G .)が全M地と各々の植物生ま部門の労働力. 生産手段を提供して設立され，各経営の代 

まから成る植物生ま評議会の下に統一経営される。庇存経営には密産のみが残り，これも击産類や生産ロ的.生産 

段階别の協業的生産に※第に移ってゆく J (青木输文，前掲書P. 201)„いわぱ協業による生まの集積と霉門化の展開 

である。各経営を代まする植物生産評譲会から相対的に独立し始めたKAP自体の組摘一協業休から独おし 

た舉独資任制をもつ企業休に変化して'^ くが，奨狀は後述の券察にもとづき理論的贱旧は次稿で行なう。

( 9 )  '‘LexikoJi Recht dei* Landwirtschaft der Deutschen Demokfatischen Republik", von einem Autoi*- 
enkollektiv unter Leituiig von Reiner Arlt Redaktionskoinission: Reiner Arlt, Gerhard Rosetiau， 
Heinz Gold (Staatsverlag der Deutschen Demokratischen Republik, Berlin 1975), S S ,1 8 5 ~ 6 ,187‘
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Z B O のセットに転化する過程としてK A P か位置づけられるという本質規定を有しているととろ 

に経営体閩協業の’社会主義経済理論における意義づけがあることは後にみるとおりやある。

チ :C j スロヴァキアでは，都単位で農業生産協同組合と国営農場の共同出資（出資農場の代表者で 

構成される評議会により運営される） による経営体間協業「共同農企業J (S Z P )は， 1975年現在，合 

計333企業形成された（第32ま)。 表をみれぱよくわかるようにん市場向け大量生産がコンスタント 

に要請され（外部的耍請)， 大規模生産が技術的にコストダケンを大幅に実現しうる業i L 畜産部門, 

農業部門内の単一生協では果しえられない農業用資材供給，農業化学ザ一ビス（肥料と農薬に関する 

独立したシステムと速関)，巨大な設傭投資を必要とするようになった農業の工業化をみまえた農業 

施設建設等。これらは農業生産協同組合JZ D 'の統合 . 合併による規模の経済の利益，労働力.資 

金配分の合理化や経営様式の転換. 専門化による業種の分立（たとえぱ《嫩部門と畜船fB門）を前提 

とした飼料生産と有機質肥料生成をふくむ経営体間協業の形成など,一生産部 門 （農業r 内部0 企

第32表 チエコスロヴァキアにおける共同農企業（SZP)

(1975年7 月 : I日現在;）

第33表部門別恒常的農業労働者数 

■ ひ975年 2 月 1 日現在）

企業数 労働者数参加農場i t

S Z P 総前 333
(人）

43,652
内訳

卵生産 10 486 205
家禽飼言 — — • '
牛 飼 育 .. 6 75 35
膝肉生ぜ̂ t 1 15 11
養厥 32 649 443
飼料生産 32 356 167 ,
農業用資材供給 3 135 .5 9
農業化学サービス 46 1,554 1,266

農業施設建 111 30,993 3,187 ；
その他 72 4,499 1,462

都典同農企業 21 4,830 592
(資料） Statisticke Prehlepy 8-9, 1975

部 門 人 数 平均年肺

国 営 部 r j 252,187人 39.4 歳
共同農炎業（SZP) 7,635
J  Z D 670,567 44.5 歳
個 人 農 59,449 53.0歳

総 計 ’ 989,838 43.7 歳

(資料） ekonoiiiika zemedelstvi 1975 
第32,33まとも前揭rソ連.JK欧諸圃農業•食糧

業間協業の範旧をはるかに超え始めているととは明らかである0 それは第4 にみられるような農
( 10)

業生産協同組合の生産構造をかえていくのみならず，分配構造をかえ，国家との納付金.資金供給 

の関係をかえる0 .吏にあとでふれるように，新たな段階と规摸で形成される社会的消費プォ ソ ドの 

循環は，生産構造の変化か旧来の農業と工業を農工複合体にi h i iしてゆくように，農村と都市の対 

立を新たな生廣•分配 ♦ 消資の地域的迪関の創造におき力ふてゆく。

注( 1 0 )⑩72年段でナ:コではSZPを展glし，すでに JZ D と国営廣填問の協力閲係を"Hi密にする政饿として货金等総ま 

体系の桃一的指標が提起され't■いる（Zaklady'zfemedfelske politiky KST, 1973>‘i■ソ速.]]滅 の 業 . 仓糧事情j
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農業集団化の現段階階『経営休間j . [協業工業式農號統合j 1 

私的資本の揚棄•生産手段の社会化を樊現した社会主義経済が始めて实現しうる，そして，マル 

クスが措定した"資本主義工業の発展がっくり出した農村と都市の対立"が解消してゆく物質的基 

盤の形成の端譜であるといわなければならない。

ソピエト経済の中で農条集団化の完成をみてからひ935年)，協業が日程にのぼらなかつたわけで 

はない。 又協業が「社会主義農業部門における生産の集積の成果」 「ソ連における社会主義廣業の 

成立は来大说摸な社会的生産は不断に増大し， 農業企業の平均規模は箸しく増大した。（一 1 コ

注(1ののつづき 第 4 図チェコにおける JZD.の總生産の分配機造

総 生 ’ 
(c + v + m )

生産物販売の総金額 
(C+ゾ+mの一"部分)

流通メカニズムなどによる 
国家への価値移転niの-部分

JZ D の総純所得 
(m)

CO
货金フ 

ォンド
\ JZ D組合贝倘人所得 

(V) < -

J Z D の総所得
国家への納付金（税 , 利子 , 保險）

，… • ソ .—— 1 /
J Z D の，び処分所得

JZ D の生産的菩稍 社会的消货

投資プォンド 

フオンド

-取りIフオンド 

*于偷フオンド

-社会文化tvriirノ.オン 
.仏宅建設フォンK

前掲rソ連が次諸国の農業'•炎糧事情J
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郡農業評謙会(OZR)

郡国民委貝会

I
地域役場
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ルホーズ当り農地面 積 i,430h aひ940年）一 >6,300ha (1973^*)^であるなら，1945年に土地改革:を行い, 

52年頃から小経営を集旧化し， 一ポの完成をみた（186年）直後に， 大規模，加速度的に統合，水

注(10)のつづさ 第34表チェコスロバキアの農業組後に対する課税体系一覚

農 利 m 税
非農業 

所得税

贷金および報酬税
社会保障 

納付金

地

税
収益率に 

よるもの

50% 以上 
の収益の
場 合

高額货金 

報酬税

迫 ，加 

货金税

倾 別  

貨金税

1.稅農業協同組舍
(JZD) 0 ■ 0 一 0 0 - ——

2.国営農場 0 0 0 *— 0 ^  ,

3*共同農企業(SZP)
と土地改丧キ且合 0 0 0 0

4 .国営輔:畜公ぽ 0 0 ■™• 0 0 一

5 .大躲摸飼料工場 0 0 0 — 0

6 .国営種苗公団 0 0 0 0 -■- 一

7.農座物購買服売公@j 0 —• o — 0 0
8 .その他農業生;:i *

サービス組織 0 0 一 0 0 —
0

前掲rソ連，東欧諸Hの農業，食糧事情j (第5 図とも）,’ 農地税はすべでにかかる。

. 第®図農業生産紐縫は行政組緣と対応することを示す（ニ地域社会の再編）

チェコスロパキア連邦農業. 食糧省（森林，水利眷）

県国民委貝会

チエコ共和国農業.食糧省

I
県農業要貝会(KZS)

県農業評議会(KZR)

スロバキア農業食糧#
I

K Z 3

注( 1 1 )岡W進論文，前掲書。

4 6 ( ^ 5 ^ )
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■ 農業集la化の現段階と「経営休間協業j バエ業式農業統合j I 

平均協業":一 垂直的協業の経営体聞協業^ 新たな生産開係の創出にとどまらぬ，農 •エ部門の再 

編複合体化へ転化しようとしている東欧諸国の転化のモチーフは，どのように理論的に掌握される 

べきであろうか。

ソビェトの社会主義経済移行以後，国家独占資本主義の展開，第二次大戦を経て社会主義経済へ 

移行したこれら社会主義経済の国々の構造的特質をふまえないで, . " 社会主義経済進t e の一過程と 

して経営体間協業の形成を理論づけてしまう" ことは，現存する社会主義経済のもつ蓮動法則に対 

応する政策選択の理論的分析をそのまま社会主義経済の理論的課題に固定化し，歷史的規定性によ 

って解明，位置づけるべき課題を理論一般にひきいれる可能性をもつことになる。

経済改革と，そこに提起された社会主義経済における計画と市場の問題も，政策理論と理論一般の 

次元の混同の中にあると考えるが，この経営体間協業, 農業の工業化, 農-エコンプレグクスも又す 

ぐれて社会主義経済理論の課題でありながら，その様相はきわめて実誕的な政策的課題の中'先ず 

整理されねばならないであろ‘う。経営体間協業と工業式農業統合の形成を理論的に必然化するもの 

は，ソ連で言•われているような農業部門での生産の集積ではない。(後述するように, I 976年 7 月，北コ.

~ カサスのスタプロポリ市周辺のバチャーェフ一コルホーズ， 東独のマルクスワルデ, デ- "デロウ, シ* ンケ

ンベルグのL .P .G .を訪問し，生産従ま者，管理者，家族，技師の人々から直接経営体内協業形成のプロセスを 
(12)

聞き，実態をみて持った数多くの疑問と照応する）。

東独においてそれ!^体が，その国の社会主義経済移行のモメントの前提となった帝国i 義支配の 

支柱となったュソ力一的地主経営をふくむ農業構造は，社会主義経済建設の過程で変革されたが， 

下向分解の結果としての小経営の残存ではなく，農業経営の支配的形態として存続する過小家族労 

作経営の集団化は，社会主ま工業化を背景にM T S を媒介として実現されたとはいえ日も浅く，集 

団化自体が諸巢蕩ないし一村落を単位に形成され，自給性と局地市場を対象とした市場向け生産を 

行う関係上，社会的計画生産にビルトインされる以前の自然発生的多角経営をすすめ,その上での 

機械化，化学化 , . 効率化であった。集0 化がすすみ，国民経済的規模で計画経済のメカニズムの中 

に再編され，社会的農産物生産流通のシステム化が，増太する農物需要の下に必然化されるにつ 

れて集団化を要請した新しい生産力構造の創出（社会主義経済構築の方向）は，社会主義的大規模農 

業経営が本来的に成立しうる条件を新たに措定する。大規模機械を入れ，土地利用，労働力配分， 

資金の運用の最適当選択を可能とするシステム一一^一方は生廣協同組合の水平的結合，農業部門0  

中での耕種部門と畜産部門を大きくわける専門化の必然性と，それを可能にする条件の結合一-^新 

たな段階そ*の部門内経営体問協業の形成と，それを基盤にした"工業式農業統合"農業の工業化へ 

の提起，それは自然的条件が土地所有のメカニズムの中で制約となり，叙的生まの下では獲得する

(12) 1*3— 口ダパの社会主義廣業をみでj ,  r農村と都市を;むすぶJ , 1976,11月參照 ◊
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ことのできながった農業生産の飛躍的発展—— 計画経済の下における社会的生産の本来的性格を樊 

現しうる構造の確立を意味する。それは同時に農，エ部門の新しい結合形態の創出を意味す'ること 

によって所謂 "農業部門自体の揚棄" ともいえる，農工複合体の形成を通じて社会主義経済の発展 

~~- の入口に到達することになる0

ソビェトでは，農業部門における生産の集積-経営体間協業の形成は更に新しい集積の可能性 

の拡大をつくり出すと指摘されている。

r共同出資による高度に専門化，集積された経営間企業（組織）および金業合同の創設，工業的方 

法にもとづく商品作物の生産における単一のチタノ ロジー過種のそれぞれの段階を担当する経営間 

m 門内）分業の組織化，また必要に応じての加工部門との垂直的統合等の形態をとるが，いずれに 

せよ管理面での困難を生じさせるような経営の過度の大規模化を回避しつつ， ズ協業による）経営 

内の予備を利用し，事実上コルホーズ，ソフォーズのわくをひろげ，その集積可能性を拡大するjo 

しかし同時に，これは f■その背景に食糧需要構造の変化に対応ずる畜産への襄求がますます拡大 

し，効率的生産を要請されるので，手労働を主とするコルホーズめ小飼ま物の限界がネックとして 

あらわれたこを背景としている J ともいわれている（岡田論文，前掲書，注 1 参照) 。 .

始めにふれたように，ソビェトの農業投資は著しく増太し，その中にしめる経営体間協業，農業 

の集約化—— 専門化のためのウェイトは大きいが，逆にそれは農業部門に対する設備投資の過小を 

あらわしているといえる。農業投資の増大にともない，労働生産性は上昇しているが，労働めフォ 

ソ ド装傭率やェネルギー装備率の増大テンポに及ばないことは前掲第3 まの如くである。農業およ 

び工業におけるプォソ ド及びェネルギー装傭率と労働生摩性め上昇テンポめ相関性は， ソビェト農 

業の現段階が全般的に，従来のコルホ-*ズ形態の生産力構造を接棄しうる状況には立ち至っていな 

いことを示している。 .

まナこ, 機械化水準の上昇にともなV、労I動期間はあきらかに減少し，集団農場の本来のメリツトで 

ある資本集約化がすすめられているが，現時点のような農業機械供給のおくれや修理状況の下では 

集団農場の経営休間協業にする集約化まで高度化する条件をみとめられないように思われる。 「コ 

ルホーズの " 手労働を主とする飼場 " の限界j を打破するための協業化がよく示しているよ，うに 

経営体間協業を要請する内的モメントは，むしろま本集約的経営としその大規模経営のメリットを 

活かすことのできていない現存の"コルホーズの実状" 打破?C•あるのではないか。そしてそれはコ

ルホ一ズの水平的協業，垂直的協業が，コルホ一ズ形式の社会主義農業発展の理論的段階措定を誤
■ . .  .， . .  ' ..

りとするのでなく，むしろコルホーズ（前近代的農村構造の支配的な部分をくみとんで社会主義経済移行 

を資現した現存するすべての社会主義国の，農業構造の支配的形態となっている（〔拙稿 r社会主義経済の巧 

生産構造と廣業」前揭書，参照〕）自体のもつ歴史的性格とかかわるのである。 水乎的協業の必要性の 

論点にも， 現笑の展開にも必ずあらわれてくる， •■半自給性と局地市場をもゥた村落を中心とした
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染業染団化の現段階と[経営体間協業J . 「工業式農業統合J

農業生産協同組合（LPCVJZD e tc .)が，社会的生産の拡大の中で, 計® 的ポ場向け生産!^こ限界性を 

もち，，商品化のための展開ではなく半自給性の故に伝統的に続いてきた"多角経営，，を廃して專門 

化するJ という説明は, 理論的に解明される"巢約化，専門化"の妥当性と同時に現実の必要性の 

製- を物語っている0

、) ビュト農業の発展と協業化に即していふぱ，社会主義農業における生産の集積と新しい展開と 

いえるやあろうが，小経営農民に土地分配を行った土地改革の，それを実瑪した社会主義メカニズ 

ム自体が土地の段階的社会化を展望する集団化を推進し，その達成時点で協業化べ転化する東欧諸 

国の協業化と比較してみるとき，この協業化の過程を推進するモメソ トは決し't：農業部門の生産の 

集積，生産力構造の変化.新しい生産力創出のための生産関係の変化という定式をあてはめてのみ 

解明することのできないように考えられる。

現代社全主義経済の腹史的存在に即していえば， " 弱き環" より移行した，前近代的，資本主義 

的メカニズムを玻行的に内包して社会主義経済を建設しつつ，ある歴史的規定性の中でとらえられ 

るべき，社会主義的農業集0 化の段階の問題である。理論的に社会主義経済自体を体系的に措定し 

た次元でいえば，社会主義経済の理論的命題である農村と都市の対立の解消を支える新たな生産関 

係を，資本主義以前の経営形態である小農経営の集団化という形態を通して創造していく過程の説 

明であって， そのかぎりで，従来この次元で展開される殆んどの!^文に欠けていたように（全人民 

的所有の成立ニ生産手段の所有の社会化）こめ部分は捨象されうることにもなる。

東欧譜0 の農業の集団化が，極めて零細な規模の小農民経営を再編し，村落.単位の貧き団的経営が 

M T S を媒介として労働生産性を高めながらも，伝統的生産，流通システムを脱皮しきれない時点 

に協業化が日程にのぱったのは, まさにそれを推進する力が，社会主義工業化の発展を軸とした社 

会主義経済セクターの発展（—— コメコンにおける国際分業を東欧工業化推進の実状から落しても説明す 

ることはできない。たとえぱ東独は自国内の農業機械需耍をおさえて対コメコン市場に輪出している) に基 

づいているからである（次稿Dfcつづく）。

く後能〉, 1 9 7 6年 7 月 r農村間題 研究会譲J の 社会主義農業視察®  (島律猛氏を0 長とする15名，社会 

主義済研究者としては池m駒旧氏，望月喜市氏参加）に 加 わ っ て ，ソビエトのロシア共和■，北コ一カサス 

の ス タ ー ；/ ロポ リ 市 の 近 く の チ ャ バ ー ユ プ 記 念 コ ル ホ ー ズ と , ，束 独 の デ デ ロ ウ ，マ ル ク ス ワ ル デ ，.シ 

ェン ケ ン ベ ル グ の さ つ の L.P,G.を訪れ た 。 コーカサ ;^の方ぱ耕種と畜 産 の組合せたPj4位 コ ル ホ ~ズ の  

??生;蜜，流® , 廣民家族の社会生活を，東独の方 は フ ン ボ ル ト大学助教授農業経済壤攻のK. H. No- 

fdmann氏 同 乗 の マ イ ク ロバスで柬部 か ら西部へ農 村 を走りまわり， 工業化された農業の設 備 ，生産， 

分配，流通構造，K A P か ら Z E B へのプロセスを聞した。现地での討論会に参加したことによる 

発展水準認識のがちいの実感が本論文の契機となった。まさに: r農業染0 化の完成は理論的にも欽団 

'化の課週の始ま.り j(F .  F.ekete他翁 "Economics of Cooperative Farming Objectives and Optima



m

r三田学会雑誌」70巻 4 号ひ 977年 8 月）

in Hungary - — 1976")なのである。

最初のL.P.G. 

LPG 7.0kt6bef 

Schenkenoerg

L .P .G .統合の地壊図 L.P.G.の統合後 

Kooperation

Schenkenoerg

我々の調查対象となったこの柬ドイツ， ライプチヒ県r ある Schenkenberg L .R G .は 10ケの集落 

(左図内の数字は各集落の位置)が基盤となって形成され（10月7 日の草凉記念日を記念して合名）,更にL.P.G. 
統 合 で （本文参照） ABCD E3ケが合併して 'Kooperation Schenkenbergをつくった（右図)，。左図の 

L .P .G .は右因のB 部分をしめる。 即ち L.P.G. "7. Oktober Schenkenberg"は右図 Kooperation 

Schenkenbergの B 部分であるぶは農用地  26(Mha. AはPohritzsch L.P.G. 441ha, C はSausodelitz 

L.P.G. 1767ha, Dは Beet^eudorf L.P.G. 1604haで あ る （次稿で扱う）。なお，本視察による盤団経営 

し て は 山 本 陽 三 r集団化農場と個別経営（r社会学研究年報j き 7.8 frfjf-き所収) J があ

I

に関する労作と 

る。

(経済学部教授）
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